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1  検討目的 
本検討は，河川堤防に近接した地中道路構造物（RC
ボックス構造物）の地震時における河川堤防への影響を

検討することを目的として，河川堤体地盤～構造物系の

非線形時刻歴動的応答解析を行った. 
2  検討手法 
検討にあたっては，河川計画堤防断面を基本モデル

として道路構造物，基礎地盤を鉛直２次元にモデル化し

た。使用プログラムは，京都大学防災研究所で作成され

た 7S-Ⅱを用いた．本プログラムは，有限要素法による
非線形地震応答解析プログラムであり，材料非線形性

(地盤の降伏)，構造非線形性(地盤-構造物間の剥離，
滑動)の両非線形性を考慮したものとなっている． 

2.1  時刻歴応答解析に用いる外力条件 
入力地震動の設定にあたっては，「高規格堤防

盛土設計・施工マニュアル」（平成１２年３月 （財）リ
バーフロント整備センター）を用いた(図 2-1)．この
入力地震動の大きさは，円弧すべり安定計算で用

いる設計震度，すなわち中規模地震動に相当する. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1  入力地震波形と応答スペクトル 

2.2 解析ケースの設定 
本解析は，河川堤防だけの場合（Case1）の動的
応答性状の把握と道路構造物設置による動的応答

性状の変化をみるため，構造物が浅い箇所

（Case2）と深い箇所(Case3)について、解析を行っ
た．検討断面を図2-2 に示す。構造物下面の As, 
Ac層には、深層混合処理を施し，改良率 70%の複
合地盤として設定した．また，対象断面においては，

土の動的特性(PS 検層，動的変形試験，液状化試
験等)が把握されている． 

 
 
 
 
 
 
 
 

図2-2 検討断面図（Case1~3） 

2.3  解析に適用する非線形特性 
本検討で用いる材料非線形特性は弾塑性モデ

ルを用い，降伏応力はモール・クーロンの破壊基準

を用いた．また、地盤-構造物間は，Goodman のジ
ョイント要素を用いるとともに，構造非線形性を考慮

した弾塑性モデルとし，降伏応力はモール・クーロ

ンの破壊基準を用いた．  
 
3  動的応答特性の把握 
全ケースにおいて卓越する 1 次の固有周期は，0.60
秒程度となっており，道路橋示方書・同解説V耐震設計
編による地盤種別ではⅢ種地盤に相当した．  
道路構造物の影響に着目すると，堤防のみの断面
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（Case1），浅い断面(Case2)，深い断面(Case3)の順に
固有周期は小さくなっている．１~5 次までの振動数(F)，
周期(T)，有効質量(XDRN)の算定結果から各ケースで
1 次の有効質量が 70%を超えていることから，１次の固
有周期が支配的であることがわかった． 
3.1 堤防天端の時刻歴応答の把握 
堤防天端付近では 240gal 程度の加速度応答となっ
ており，入射波の加速度振幅を考えると概ね 1.6倍に増
幅されていることがわかる．道路構造物を設置することに

より，応答は若干ではあるが減少傾向にあり，道路構造

物における影響は小さいと判断できる． 

表 3-1 堤防天端の最大応答値 

堤防天端（堤内側） 堤防天端（堤外側） 
Case 

加速度(gal) 変位(cm) 加速度(gal) 変位(cm)

1 235 3.2 233 3.2 

2 209 2.9 232 3.0 

3 227 2.9 233 3.0 

 
3.2 最大応答の深度分布の把握 
図 3-1に堤防中心での最大応答分布，図 3-2に堤内
地（構造物位置）での最大応答分布を示す． 
堤防中心部における最大応答値の分布より，いずれ

のケースも工学的基盤から堤体天端まではほぼ一定の

増幅となっているが，盛土層では増幅されていないこと

が確認できる．応答変位に着目すると粘性土層（Ac）で
変位応答が増幅しているものの，沖積砂層から上方は

ほぼ一定となっている． 
一方，堤内地（構造物位置）における最大応答値の分

布については，Case1 で堤体の深度分布とほぼ同様で
あるが，Case2，3は，Ac層上部の地盤改良部，構造物
の影響が顕著に現れており，地盤改良部ではほとんど

応答の増幅は見られない結果となっている． 
 
3.3  地盤と構造物の剥離 
図 3-3 に地盤と構造物の剥離箇所(Case2)を示す．

Case2,3 とも同様に，構造物側面で地盤との剥離が発
生する結果となった．一方，構造物下面は地盤改良を

行っているため，ほとんど剥離は発生しない結果となっ

た．これらの結果より，構造物側面で剥離は最大で

2mm程度となっており，この程度の剥離であることと，側

面において多く発生していることから，この剥離は水みち

の発生要因となることは考え難く，道路構造物設置にお

ける河川堤防への動的な影響はかなり低いと考えられ

る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1堤防中心部での最大応答分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-2 堤内地（構造物位置）での最大応答分布 

 
 
 
 
 
 
 
 

図3-3 地盤と構造物の剥離 (Case2) 
参考文献 ： 「高規格堤防盛土設計・施工マニュアル」（平成１２

年３月，（財）リバーフロント整備センター） 
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